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代表者名：代表取締役社長 森  美樹 
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イオン㈱及びイオンモール㈱の会社分割によるイオンクレジットサービス㈱の 

子会社エヌ・シー・エス興産㈱への保険代理店事業の承継に係る会社分割契約 

の締結に関するお知らせ 

 

イオン株式会社（以下、「イオン」）、イオンクレジットサービス株式会社（以下、「ＡＣＳ」）

の子会社であるエヌ・シー・エス興産株式会社（以下、「エヌ・シー・エス興産」）、イオン

モール株式会社（以下、「イオンモール」）の３社は、２００８年２月２１日を期して、下

記のとおりイオン、イオンモールが展開している保険代理店事業を会社分割によりエヌ・

シー・エス興産に承継し、社名をイオン保険サービス株式会社とすること（以下、「本件会

社分割」）に関し、イオン代表執行役社長岡田元也の決定、および他２社の取締役会決議を

経て、吸収分割契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．会社分割の目的 

  イオンは、グループの更なる企業価値向上に向け、事業の統廃合、および専門化の深

耕を図り、サービス事業の強化に努めております。このたび３社がそれぞれ展開して

いる保険代理店事業を統合することにより、経営の効率化と事業競争力の向上を図り、

グループの金融事業における新たな柱としていくことを意図しております。 

 

２．会社分割の要旨 

（１）分割の日程 

 ①代表執行役社長による分割契約書の決定（イオン）２００７年１１月１４日 

 ②分割契約書承認取締役会（エヌ・シー・エス興産、イオンモール） 

２００７年１１月１６日 

 ③分割契約締結                 ２００７年１１月１６日 
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 ④分割契約書承認臨時株主総会（エヌ・シー・エス興産） 

                         ２００７年１２月 ４日（予定） 

 ⑤分割期日（効力発生日）            ２００８年 ２月２１日（予定） 

 ※本件会社分割は、会社法第７８４条３項の要件を満たすため、同項にもとづき簡易分

割により、イオンおよびイオンモール株主総会の決議による承認を得ずに行います。 

本件会社分割に関する分割契約に従い、エヌ・シー・エス興産は商号をイオン保険サ

ービス株式会社に変更し、保険代理店事業を承継する対価として、エヌ・シー・エス

興産が発行する普通株式をイオン、イオンモールに割り当てる予定です。株式は発行

しますが、株券については交付しません。エヌ・シー・エス興産は本件会社分割およ

び定款の変更を含む普通株式の発行に必要な議案（以下、「本件会社分割議案等」）を

２００７年１２月４日開催予定のエヌ・シー・エス興産臨時株主総会に付議すること

を本日決議しております。本件会社分割、商号変更および普通株式の発行は上記臨時

株主総会において本件会社分割議案等が承認可決されること等を条件としております。 

（２）分割の方式 

   イオンおよびイオンモールを分割会社とし、エヌ・シー・エス興産を承継会社と  

する分社型の吸収分割とします。 

（３）分割に係る割当の内容 

会社名 
エヌ・シー・エス興産 

株式会社（承継会社） 

イオン株式会社 

（分割会社） 

イオンモール株式会社 

（分割会社） 

分割に係る 

割当の内容 
 普通株式：3,900 株 普通株式：193,500 株 

分割により発行 

する新株式数 
普通株式：197,400 株   

なお、エヌ・シー・エス興産は２００７年１２月４日を効力発生日とする株式分割を 

  行い、１株につき９９９株の割合で新株式を発行する予定です。 

 （※）エヌ・シー・エス興産㈱の発行済株式総数の推移 

   ①現在の発行済株式総数（２００７年２月２０日現在）   200 株 

   ②株式分割による増加株式数             199,800 株 

   ③会社分割による増加株式数             197,400 株 

   ④会社分割・会社分割後の発行済株式総数              397,400 株 

（４）分割に係る割当の内容の算定根拠等 

①算定の基礎および経緯 

 イオン、イオンモールおよびエヌ・シー・エス興産は割当株式数の算定にあたり、

その公正性、妥当性を確保する見地から、株式会社ＫＰＭＧ ＦＡＳにイオンおよ

びイオンモールの保険代理店事業の事業価値ならびにエヌ・シー・エス興産の株式

価値の算定を依頼しました。ＫＰＭＧは、ＤＣＦ（ディスカウンテッド・キャッシ

ュフロー）法による評価分析を行い、イオンおよびイオンモールの保険代理店事業

の事業価値をそれぞれ１１７～１３５百万円および５，７１６～６，７９９百万円、
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エヌ・シー・エス興産の株式価値を５，９７８～６，９４４百万円と算定しました。

この算定結果をもとに、３社で協議の結果、上記の割当株式数を決定いたしました。 

②算定機関との関係 

関連当事者には該当いたしません。 

（５）分割により増加または減少する資本の額等 

   本件会社分割により、承継会社であるエヌ・シー・エス興産の資本金は、２４０百

万円増加します。 

（６）分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

（７）承継会社が承継する権利義務 

   エヌ・シー・エス興産は、イオンとイオンモールの保険代理店事業に係る資産、   

負債、契約上の地位およびこれに付随する権利義務を承継いたします。 

（８）債務履行の見込み 

   イオン、イオンモールおよびエヌ・シー・エス興産は、会社分割の効力発生日以降

に負担すべき各社の債務について、履行の見込みがあるものと判断いたしました。 

 

３．分割当事会社の概要 （2007 年 2 月 20 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※イオンモールは2007年8月21日付で株式会社ダイヤモンドシティと合併しております。 

（1）商号
イオン株式会社
（分割会社・連結）

イオンモール株式会社
（分割会社・連結）

（2）事業内容 総合小売業
ショッピングセンター（大型複合商業施設）の開発、
店舗の賃貸及び運営管理の他、保険代理店業務

（3）設立年月日 1926年9月21日 1911年11月12日

（4）本店所在地 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

（5）代表者 代表執行役社長　岡田　元也 代表取締役社長　村上　教行

（6）資本金 1,987億91百万円 77億96百万円

（7）発行済株式総数 800,208,044株 60,002,440株

（8）純資産 1,200,783百万円 60,034百万円

（9）総資産 3,534,346百万円 233,057百万円

（10）決算期 2月20日 2月20日

（11）従業員数 76,318名 584名

（12）主要取引先
アイク㈱、㈱菱食、加藤産業㈱、
㈱フードサプライジャスコ、その他

イオン㈱、㈱カプコン、㈱ライトオン、
㈱ポイント、その他

（13）大株主および
　 　　持株比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）　8.26％

イオン株式会社　53.58％

（14）主要取引銀行
みずほコーポレート銀行、農林中央金庫、

三井住友銀行、りそな銀行

みずほコーポレート銀行、農林中央金庫、日本政策
投資銀行、みずほ信託銀行、りそな銀行、中央三井
信託銀行、三菱UFJ信託銀行

出資関係

人的関係

取引関係

関連当事者への該当状況

イオンクレジットサービス株式会社　１００％

－

200株

1,465百万円

1,928百万円

2月20日

代表取締役社長　森　美樹

10百万円

52名

個人

エヌ・シー・エス興産株式会社
（承継会社・単体）

保険代理店事業

1990年1月16日

東京都千代田区神田錦町一丁目２番地１

イオンは、イオンモールに対して、取締役として２名、監査役として２名を派遣しております。
イオンとエヌ・シー・エス興産の取締役を兼務する役員が１名おります。

イオンモールは、イオンの連結子会社です。
エヌ・シー・エス興産は、イオンの連結子会社です。

（15）当事会社間の
　　 　関係

イオンは、直接・間接あわせてイオンモール普通株式33,595,392株（発行済株式総数の55.98％、
うち32,152,992株（発行済株式総数の53.58％）が直接保有）を保有しております。
イオンは、エヌ・シー・エス興産普通株式200株(発行済株式総数の100.00％)を間接保有しております。

イオンとイオンモールは、店舗の賃貸借を行っております。
イオンモールは、イオンの保険契約の取次業務を行っております。
エヌ・シー・エス興産は、イオンの保険契約の取次業務を行っております。
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（１６）最近３決算期間業績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算期 2005年2月期 2006年2月期 2007年2月期

営業収益（百万円） 1,048 1,074 1,079

営業利益（百万円） 485 554 573

経常利益（百万円） 532 621 666

当期純利益（百万円） 328 360 386

１株当たり当期純利益（円） 1,630,313 1,790,539 1,932,211

１株当たり配当金（円） 350,000 450,000 1,000,000

１株当たり純資産（円） 6,036,986 12,753,977 7,327,857

決算期 2005年2月期 2006年2月期 2007年2月期

営業収益（百万円） 4,195,843 4,430,285 4,824,775

営業利益（百万円） 146,777 166,105 189,728

経常利益（百万円） 156,099 175,989 188,303

当期純利益（百万円） 62,066 28,932 57,656

１株当たり当期純利益（円） 88.71 39.61 77.31

１株当たり配当金（円） 12.00 15.00 15.00

１株当たり純資産（円） 871.63 932.50 1,141.40

決算期 2005年2月期 2006年2月期 2007年2月期

営業収益（百万円） 42,764 52,903 62,252

営業利益（百万円） 14,911 18,510 21,879

経常利益（百万円） 13,795 17,419 20,800

当期純利益（百万円） 7,782 10,369 12,180

１株当たり当期純利益（円） 257.93 171.99 203.00

１株当たり配当金（円） 30.00 25.00 30.00

１株当たり純資産（円） 1,309.92 817.53 995.01

エヌ・シー・エス興産株式会社（承継会社）
(単体）

イオン株式会社（分割会社）
（連結）

イオンモール株式会社（分割会社）
（連結）
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４．分割・承継する事業部門の概要 

（１）分割・承継する保険代理店事業の内容 

   損害保険、生命保険代理店の店舗運営、開発事業および管財事業等 

    

（２）保険代理店事業の２００７年２月期における経営成績 

イオン
（a)

イオンモール
(b)

エヌ・シー・エス興産
（c)

比率{(a+b)/c}

営業収益 63百万円 2,046百万円 1,079百万円 195.5%

営業利益 △58百万円 592百万円 573百万円 93.2%

経常利益 △58百万円 592百万円 666百万円 80.2%
 

 

（３）分割・承継する資産および負債の金額（２００７年８月２０日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

５．分割・承継後の状況 

（1）商号
イオン保険サービス株式会社

（旧商号：エヌ・シー・エス興産株式会社）
（承継会社）

イオン株式会社
（分割会社）

イオンモール株式会社
（分割会社）

（2）事業内容 保険代理店事業 総合小売業
ショッピングセンター（大型複合商業施設）の開発、

店舗の賃貸及び運営管理

（3）本店所在地 東京都千代田区神田錦町一丁目２番地１ 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

（4）代表者 代表取締役社長　森　美樹　 代表執行役社長　岡田　元也 代表取締役社長　村上　教行

（5）資本金 250百万円 1,987億91百万円 166億62百万円

（６）決算期 2月20日 2月20日 2月20日
 

（７）会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」および「事業分離等に関する会計基準」並びに「企業結合 

  会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」を適用して会計処理します。 

  なお、「のれん」の金額は僅少であります。 

イオン株式会社 イオンモール株式会社

項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額

流動資産 83百万円 流動負債 -百万円 流動資産 3百万円 流動負債 -百万円

固定資産 9百万円 固定負債 -百万円 固定資産 164百万円 固定負債 -百万円

合　計 92百万円 合　計 -百万円 合　計 167百万円 合　計 -百万円

資　　産 負　　債資　　産 負　　債
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（８）今後の見通し 

本件が２００８年２月期決算のイオン、イオンモール、イオンクレジットサービスの 

連結、単体業績に与える影響、及びエヌ・シー・エス興産の同期決算の単体業績に 

与える影響はありません。 

なお、イオン、イオンモール、イオンクレジットサービスの２００９年２月期決算に 

与える影響は軽微です。 

  

 

                                    以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問合せ先】 

イオンクレジットサービス㈱広報課      島方 電話：０３―５２８１－２０２７ 


